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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、ロシア極東地域開発とそれに伴うロシアとアジア太平洋諸国との関係の発
展の分析である。APEC首脳会議開催に向けたウラジオストク開発は、金融危機の影響にも拘わらず、開発体制の整備と
大幅な予算増を伴い実現された。エネルギー分野では石油・天然ガスパイプライン建設などの施策の実現によりアジア
太平洋諸国との関係が強まり、地域協力枠組みの発展も期待される。他方、国家財政の予算投入に頼った大規模インフ
ラ整備中心の開発プログラムが持続的かつ自立的な地域発展につながらないなどの問題も明るみになった。ロシアの極
東地域開発は特に2013年半ば以降、新たな開発体制と方向性の下で引き続き推進されている。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to analyze the developmental policy of the Far 
Eastern region of Russia and the development of cooperation between Russia and the Asia-Pacific 
countries. The development of Vladivostok toward the APEC summit was achieved by a significant increase 
of the fund and the improvement of the implementation structure despite of the negative influence of the 
financial crisis. In the area of energy, the cooperation with the Asia-Pacific countries was progressed 
by conducting the projects including the construction of oil-gas pipelines, and the development of 
regional cooperation framework of energy is expected. On the other hand, many problems have been 
revealed, including the problem that the development programs dominated by large-scale infrastructure 
projects would not lead to sustainable and self-sustaining regional development of the region. Since 
mid-2013, the developmental policy has been progressed under the newly constructed regime and policy 
direction.

研究分野：国際関係論
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１．研究開始当初の背景 
 
(1) ロシア連邦においては、2000 年に大統領
に就任したプーチン大統領が、かねてからロ
シア極東地域の開発と同地域のアジア太平
洋地域経済協力への統合の重要性を訴えて
いた。ロシアの国家財政の潤沢化に伴い、そ
の政策を本格的に実施する条件が整えられ
た。そうした政策は、2007 年 11 月にロシア
政府によって承認された連邦プログラム
「2013 年までの極東ザバイカル地域経済社
会長期発展」において具体化された。このプ
ログラムは、プログラム実施のための資金供
給の大部分において連邦政府が責任を持つ
ことを規定していた。このため、従来の極東
地域の開発プログラムより実現可能性が高
く、同地域の発展、およびアジア太平洋地域
諸国との国際経済協力の発展に現実的に結
びつきうるプログラムとして評価された。 
 
(2) こうしたことを受け、本研究が着想され
た。すなわち、同プログラムを中心とするロ
シアの極東地域開発は、これまでの開発プロ
グラムと違い、実際に計画通りに実現される
のか、また、そのプログラムは極東地域の経
済・社会の発展、およびロシアとアジア太平
洋諸国との経済関係の発展に現実的に結び
つくのかが問題となる。さらに、そのように
ロシアがアジア太平洋地域における存在感
を増すことによって、同地域の国際秩序がい
かなる影響を受けるのかという問題を考察
することも重要となる。 
 
２．研究の目的 
 
本研究における研究の焦点は、大きく以下の
三点にまとめられる。 
 
(1) 開発の進捗状況：「2013 年までの連邦プ
ログラム」に盛り込まれた諸施策の進捗状況
の把握である。とりわけ、2012 年の APEC
首脳会議開催に向けて実施されるウラジオ
ストク開発に関するサブプログラムの進捗
状況が一つの焦点となる。同時に、「東シベ
リア・太平洋」石油パイプラインの建設など、
極東・東シベリアにおける石油、天然ガスの
開発と輸出インフラ建設の進展も焦点とな
る。これらの開発の進展は、ロシアを含むア
ジア太平洋協力の観点から重要である。 
 
(2) 開発の方向性：「2013 年までの連邦プロ
グラム」には、その「目的」として、「アジ
ア太平洋地域におけるロシアの地政学的利
益と安全保障」が掲げられており、ロシアの
対外経済政策はしばしばナショナリスティ
ックな側面を持つ。極東地域におけるその開
発政策の方向性を検討し、プログラムの諸施
策が実現されることが、極東地域の経済・社
会の発展、およびロシアとアジア太平洋諸国
との経済関係の発展に結びつくのかを考察

する。 
 
(3) 周辺諸国との関係：ロシアの極東開発政
策、対アジア太平洋地域政策が実施される中
で、日本、中国、韓国を始めとする周辺諸国
との関係がいかに再構築され、いかなる地域
秩序が形成されるのかを分析し考察する。 
 
３．研究の方法 
 
本研究では、国家機関や地方政府、企業、メ
ディアによって発信されるインターネット
上の情報、現地で出版される新聞、雑誌、書
籍、そして現地での関係者、識者のインタビ
ューなどを通じて、下記の諸問題を明らかに
した。定期的に現地への出張・調査を行い、
こうした現地の出版物の収集やインタビュ
ーを行った。 
 
(1) プログラムの実施状況については、上記
の情報源を通じてアップ・トゥー・デートな
把握を行った。特にウラジオストクをめぐる
開発の進捗状況、および「東シベリア・太平
洋」石油パイプラインの建設を中心としたエ
ネルギー資源開発とインフラ建設の進捗状
況が主たる観察の対象となった。これらはロ
シアとアジア太平洋諸国との関係強化にお
いて重要な意味を持つが、開発の深刻な遅れ、
プログラム自体の不備も指摘されており、資
金の増額や計画の修正なども行われている。
ロシア政府による極東開発に対するこうし
た姿勢を把握、分析した。 
 
(2) ロシア政府の極東開発政策、対アジア太
平洋地域政策の方向性については、特に、上
述したプログラムや「2025年までの極東バイ
カル発展戦略」、あるいは地域政策全般や運
輸・エネルギーのような諸分野の開発プログ
ラムなど、政府の公式文書、および諸々の会
議やインタビューにおける政府要人による
文書、発言の把握、分析を行った。これとと
もに、実際の開発の進捗の中で現れる政策を
分析し、ロシアが打ち出す「アジア重視」「極
東重視」の方向性がいかに内実をもったもの
であるかを測定した。 
 
(3) 本研究ではまた、極東地域開発をめぐる
国内アクターの動きと極東地域開発体制の
形成状況を分析した。今回のプログラムに関
しては、ロシアの最重要国家政策の決定機関
である安全保障会議における決定、大統領に
よって創設された極東開発国家委員会にお
けるプログラム策定、地域発展省や極東連邦
管区大統領全権代表などのアクターによる
現地状況の把握といった形で、政策の策定・
実施体制が整備された。こうした体制の形成
は、開発政策の実現やその方向性に大きな影
響を与えるため、本研究の中心的な分析対象
の一つとなった。極東・東シベリア地域の各
地方における政治状況や政策形成状況、中



央・地方関係の動向も同じく分析対象となっ
た。 
 
(4) 上記のようなロシアの国内の動向を把
握、分析するとともに、北東アジア、アジア
太平洋の国際レベルにおける秩序形成も分
析対象となった。特に中国、日本、韓国とい
った近接諸国に関して、中央政府のみならず、
地方政府や企業のレベルにおいても、政策形
成やロシアとの関係構築の動向を把握、分析
した。 
 
４．研究成果 
 
(1) ウラジオストク開発：2013年までのプロ
グラムの中心的な施策として、2012年 9 月の
APEC 首脳会議開催に向けたウラジオストク
開発があった。ロシアは、同プログラム開始
間もなくして、米国発の世界金融危機の発生
とこれに伴う原油・天然ガス価格の下落とい
う状況に見舞われた。これによってロシアの
国家財政は収縮し、危機対策のための財政出
動も強いられたため、極東開発計画の縮小や
変更の可能性もあった。しかし、極東地域開
発に関しては、国家戦略上の利害が深くかか
わるものとして長期的な観点からその重要
性が認識され、基本的な計画は縮小されず、
特にウラジオストク開発に関してはむしろ
大幅な予算の増額がなされ、極東開発に関す
る国家委員会や地域発展相、全権代表部など
を軸とする連邦主導の開発体制も構築され
る中で、予定通り APEC 開催も実現した。こ
れは、ロシアがアジア太平洋地域諸国との協
力の強化に本腰を入れるという姿勢を内外
に打ち出す意味で大きなインパクトを持っ
た。 
 
(2) エネルギー分野：サハリンや東シベリア
からの石油・天然ガスパイプライン建設をは
じめとする諸々の大規模プロジェクトが実
現し、アジア太平洋地域諸国への輸出も大幅
に増大した。この分野において、ロシアはア
ジア太平洋地域協力の重要なパートナーと
なっている。他方、ロシアが「抑制されない
エネルギー超大国」（M・ゴールドマン）とし
て地域諸国のエネルギー政策におけるリス
クとなることも懸念され、この地域では欧州
などと比べて地域的な協力枠組みの形成も
遅れている。しかし、ロシアに対する日本や
中国といった消費国の立場は弱いわけでは
なく、そうしたリスクは実際には大きくはな
い。また、またエネルギー効率の向上、環境、
原子力安全、再生可能エネルギー等の分野に
おいて、互恵的な協力体制が今後形成されて
いく可能性も大きい。 
 
(3) 開発による成果と問題：極東地域開発に
関しては、すでに述べたように、特にウラジ
オストク開発に関しては大幅な予算の増額
を伴って実現し、エネルギー分野における開

発の進展、さらに物流の発展や製造業の育成
に関しても成果があった。また、中国との国
境地域間協力に関して、「ロシア極東・東シ
ベリアと中国東北の協力プログラム」が 2009
年 9月に合意され、これを基礎とした開発協
力が進められた。こうした施策により、ロシ
ア国内における極東地域の固定資本投資や
域内総生産の割合は増大し、外交上の成果も
もたらされた。他方、2013年までのプログラ
ムは、全体として見れば履行できなかったプ
ロジェクトも多く、資金の大規模な不正使用
も明らかになった。中国との国境地域協力プ
ログラムに関しても、中国側に比べ、ロシア
側の進捗にはかなり遅れが見られる。何より、
国家財政からの投入に頼った大規模インフ
ラ整備中心のプロジェクトが持続的かつ自
立的な地域発展につながらないということ
が明るみになっている。こうしたことを反映
して、2013年には地域開発体制と開発の方向
性の重要な転換がなされ、より民間重視、効
率性重視の開発方針となっている。アジア太
平洋地域経済におけるロシアの存在感や、極
東地域への外資の導入も、エネルギー分野を
除けばまだ大きなものとなっていはいない。 
 
(4) 本研究のインパクト：上記の研究成果は
『ロシア NIS 貿易調査月報』（ロシア NIS 貿
易会）や『ロシア・ユーラシアの経済と社会』
（ユーラシア研究所）、『ERINA REPORT』（環
日本海経済研究所）などに論文として随時掲
載してきた。日本の対外政策上においても重
要な問題であることから関心を得、この問題
に関する原稿の執筆依頼やシンポジウム、講
演等の依頼も多くなった。研究成果を広く一
般に周知させるための概説書として、2010年
2 月に『ウラジオストク-混迷と希望の 20年』
（東洋書店）を、2012年 8月に『ロシア極東
ハンドブック』（齋藤大輔、濱野剛との共編、
東洋書店）を出版した。特に後者は、研究者
のみならず、日本においてロシアビジネスの
実務に携わる方々、あるいは関心を持つ方々
の必携の書としての評判を得、この分野の書
籍としては異例の売り上げとなった。また、
特にエネルギー分野に関しては、Tsuneo 
Akaha and Anna Vassilieva eds., Russia and 
East Asia : informal and gradual 
integration (New York: Routledge) や
Satoshi Amako, Shunji Matsuoka and Kenji 
Horiuchi eds., Regional Integration in 
East Asia: Theoretical and Historical 
Perspectives (United Nations University 
Press)への論文執筆、International Studies 
Association をはじめとする国際学会や国際
シンポジウムでの報告を行い、海外への成果
の発信も行った。 
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